


継
続
協
議 第

１０
回
合
併
協
議
会
が
平
成
１６
年
９
月
２７
日

（
月
）比
内
町
役
場
２
階
大
会
議
室
で
、
第
１１
回
合

併
協
議
会
が
１０
月
１２
日（
火
）田
代
町
総
合
開
発
セ

ン
タ
ー
で
開
催
さ
れ
、
保
育
料
の
調
整
方
針
を
含

む
使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い
な
ど
が
確
認
さ

れ
ま
し
た
。

○
第
１０
回
協
議
会
内
容
（
９
月
２７
日
）

協
議
案
第
２０
号
・
使
用
料
、手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て（
継
続
協
議
）

使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い
の
う
ち
、
継
続
協
議

と
な
っ
て
い
た
保
育
料
の
協
議
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、

結
論
は
出
ず
次
回
へ
の
継
続
協
議
と
な
り
ま
し
た
。

協
議
に
先
立
っ
て
、
各
市
町
議
会
議
長
で
あ
る
委
員

か
ら
各
市
町
議
会
で
の
協
議
結
果
が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

大
館
市
議
会
で
は
、
１
市
２
町
と
も
激
変
緩
和
措
置

を
適
用
し
、
合
併
３
年
後
に
国
基
準
の
お
お
む
ね
７５
％

の
水
準
に
統
一
す
る
原
案
に
賛
成
す
る
旨
報
告
が
あ
り

ま
し
た
（
大
館
は
保
育
料
を
段
階
的
に
引
き
下
げ
、
比

内
、
田
代
は
段
階
的
に
引
き
上
げ
）。

比
内
町
議
会
で
は
、
ま
だ
明
確
な
方
向
性
が
出
て
い

な
い
旨
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

田
代
町
議
会
で
は
、
激
変
緩
和
措
置
を
適
用
せ
ず
、

合
併
後
３
年
間
は
現
行
ど
お
り
と
し
、
３
年
後
に
国
基

準
の
お
お
む
ね
７５
％
の
水
準
に
統
一
す
る
と
い
う
こ
と

が
町
議
会
の
結
論
で
あ
る
旨
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

○
主
な
質
問
や
意
見

・
田
代
町
議
会
の
激
変
緩
和
措
置
を
適
用
し
な
い
と
い

う
結
論
が
出
た
経
緯
を
説
明
し
て
ほ
し
い
。

（
田
代
町
委
員
）

協議案第２０号 使用料、手数料等の取扱い
第７回協議会から毎回協議が重ねられてきましたが、

第１１回協議会で次のとおり確認されました。
（１）各市町で差異のない使用料及び手数料については、

現行のとおりとする。
（２）各市町で差異のある各種施設の使用料については、

施設の内容及び建設年度が異なること等から、当
分の間、原則として現行のとおりとする。その他の
使用料については、原則として統一に向け調整を
図るものとする。

（３）各市町で差異のある手数料については、住民負担
に配慮しつつ、負担の公平の原則により合併時に
統一する。

（４）各市町で差異のある保育料については、平成１９年
度まで大館市は段階的に引き下げ、比内町及び田
代町は現行のとおりとし、平成２０年度に、国の徴収
基準額の概ね７５％に統一する。

協議案第４１号 消防防災関係事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）地域防災計画については、合併後に大館市の計画
を基に統一する。

（２）防災組織（体制）については、合併時に大館市の
制度に統合する。

（３）水防計画については、合併後に大館市の計画を基
に統一する。

（４）避難場所の指定については、現行のとおりとする。
（５）防災施設及び災害時備蓄品については、現行のと

おり新市に引き継ぐ。
（６）自主防災組織については、合併後に再編する。
（７）防災行政無線については、合併後に再編する。
（８）常備消防体制については、現行のとおり新市に引

き継ぐ。
（９）災害時の総合応援支援協定については、合併時に

大館市の制度に統一する。

協議案第４２号 交通関係事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）バス路線維持事業については、新市において継続
する。

（２）単独バス運行事業については、現行のとおりとす
る。

（３）コミュニティバス運行事業については、現行のと
おりとする。

（４）ＪＲ駅業務委託については、現行のとおりとする。
（５）交通指導員については、合併時に再編する。
（６）交通安全啓発事業については、合併後の事業内容

を交通安全対策協議会で決定する。

協議案第４３号 障害者関係事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）身体障害者（児）補装具の交付及び修理については、
合併時に大館市の制度に統一する。

�大館市・比内町・田代町合併協議会だより／2004.11.1

協議内容

第１０回協議会（９／２７）
第１１回協議会（１０／１２）での協議結果



確

認

確

認

確

認

・
事
務
局
案
ど
お
り
に
激
変
緩
和
措
置
を
適
用
し
て
は

ど
う
か
。

（
田
代
町
委
員
）

・
各
市
町
の
少
子
化
対
策
・
子
育
て
支
援
事
業
を
比
較

す
る
と
、
大
館
よ
り
比
内
・
田
代
に
際
立
っ
た
も
の

が
多
く
、
そ
う
い
う
も
の
を
残
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

（
田
代
町
委
員
）

・
保
育
料
の
統
一
は
段
階
的
に
進
め
て
い
く
の
が
良
い

の
で
は
な
い
か
。

（
大
館
市
委
員
）

・
大
館
市
の
委
員
が
、
税
の
公
平
性
と
い
う
観
点
で
、

１
０
０
０
人
以
上
が
恩
恵
を
受
け
な
い
と
い
う
発
言

を
し
て
い
た
が
、
こ
の
１
０
０
０
人
と
は
ど
う
い
う

人
の
こ
と
か
。

（
比
内
町
委
員
）

・
比
内
町
と
田
代
町
の
保
育
料
を
３
年
間
現
行
の
低
い

水
準
で
現
状
維
持
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
た
だ
け
る

な
ら
ば
、
大
館
市
の
保
育
料
は
高
い
水
準
を
３
年
間

維
持
す
る
の
で
は
な
く
合
併
時
に
国
基
準
の
７５
％
ま

で
引
き
下
げ
て
も
良
い
の
で
は
な
い
か
。

（
比
内
町
委
員
）

・
地
域
住
民
が
納
得
す
る
よ
う
に
、
３
年
間
現
状
を
維

持
し
、
平
成
２０
年
度
か
ら
一
定
の
水
準
に
統
一
す
る

こ
と
で
良
い
の
で
は
な
い
か
。

（
比
内
町
委
員
）

・
若
い
夫
婦
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
で
き
る
だ

け
負
担
は
少
な
く
す
る
べ
き
で
あ
る
。（
比
内
町
委
員
）

協
議
案
第
４１
号
・
消
防
防
災
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４２
号
・
交
通
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４３
号
・
障
害
者
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

（２）障害者（児）日常生活用具給付等事業については、
合併時に大館市の制度に統一する。

（３）在宅障害者共同作業所通所費助成については、現
行の大館市の制度を適用する。

（４）障害者共同作業所については、現行のとおりとす
る。

（５）障害者バス・有料道路割引については、現行のと
おりとする。

（６）身体障害者在宅バリアフリー化支援事業について
は、現行の大館市の制度を適用する。

（７）在宅福祉活動促進事業については、現行の大館市
の制度を適用する。

（８）身体障害者訪問入浴等サービス事業については、
合併時に大館市の制度に統一する。

（９）障害者社会参加促進事業については、現行の大館
市の制度を適用する。

（１０）障害者福祉都市推進事業については、現行の大館
市の制度を適用する。

（１１）重度心身障害者（児）移送費給付事業については、
合併後に再編する。

協議案第４４号 児童福祉事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）国または県等が定める制度で、要綱等に準拠して
実施している事業については、現行のとおりとす
る。

（２）国または県等が定める制度及び独自に実施してい
る事業で、大館市のみが実施しているものについ
ては、大館市の制度を適用する。

（３）児童館については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
（４）移動児童館事業及び地域子育て支援センター事業

並びに放課後児童クラブについては、現行のとお
りとする。

（５）出産祝金については、平成１７年度に限り、比内町、
田代町在住者で、第３子以降を出生した保護者に
対して、５万円を支給する。
平成１８年度以降については、合併後に再編する。

協議案第４５号 保育事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）保育所・保育園事業については、現行のとおりと
する。ただし、へき地保育所の保育料及び運営形態
は、平成１９年度まで現行のとおりとし、その後、保
育料の統一及び運営形態について調整する。

（２）特別保育事業については、現行のとおりとする。た
だし、休日保育及び障害児保育については、大館市
の制度を適用する。

（３）保育所給食については、現行のとおりとする。
（４）保育料の減免については、合併時までに統一する。

ただし、母子・障害者世帯の場合の減免額は、保育
料徴収基準額表の一本化後に統一する。

（５）保育料の決定及び徴収については、合併時までに
再編する。

協議案第４６号 環境対策事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

協議内容
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確

認

確

認

確

認

確

認

確

認

確

認

協
議
案
第
４４
号
・
児
童
福
祉
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

第
３
子
以
降
の
出
産
祝
金
に
関
連
し
て
、
当
地
域
の

対
象
と
な
る
世
帯
数
を
確
認
し
た
い
と
の
質
疑
が
あ
り

ま
し
た
が
、
異
議
な
く
原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４５
号
・
保
育
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

質
問
、
意
見
な
ど
が
３
件
出
ま
し
た
が
、
現
案
ど
お

り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

「
特
別
保
育
事
業
の
一
次
保
育
の
利
用
料
が
市
町
に

よ
り
か
な
り
異
な
る
が
統
一
し
た
方
が
良
い
の
で
は
な

い
か
？
」
と
い
う
問
い
に
対
し
て
は
、
組
織
形
態
の
違

い
や
実
情
に
合
わ
せ
た
利
用
料
で
あ
る
た
め
統
一
で
き

な
い
旨
、
専
門
部
会
長
か
ら
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。
そ

の
他
、
認
可
保
育
所
の
待
機
児
童
数
へ
の
質
問
と
乳
幼

児
の
病
後
時
の
保
育
へ
の
要
望
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４６
号
・
環
境
対
策
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４７
号
・
上
水
道
、下
水
道
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
４８
号
・
文
化
振
興
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

○
第
１１
回
協
議
会
内
容
（
１０
月
１２
日
）

協
議
案
第
２０
号
・
使
用
料
、手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て（
継
続
協
議
）

本
案
件
は
第
７
回
協
議
会
か
ら
５
回
連
続
し
て
協
議

さ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
本
協
議
会
で
白
熱
し
た
議
論
を

（１）環境に関する計画については、合併後に再編する。
（２）環境美化事業については、地域の実情を考慮し、合

併後に再編する。
（３）不法投棄ごみ防止については、合併時に大館市の

制度に統一する。
（４）公害調査等については、合併後に再編する。

協議案第４７号 上水道、下水道事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）上水道事業及び簡易水道事業については、合併時
に公営企業として統合する。ただし、比内町の簡易
水道事業給水区域の一部については、小規模水道
として新市に引き継ぐ。

（２）水道使用料については、平成１９年度まで現行のと
おりとする。平成２０年度から新料金を設定の上統
一する。

（３）水道加入金・分担金については、合併時は現行の
とおりとし、合併後３年以内に再編する。

（４）水道関係手数料については、合併時に大館市の制
度に統一する。ただし、開栓・再開栓・閉栓手数料
については、平成１９年度まで現行のとおりとし、平
成２０年度に再編する。

（５）工業用水道事業については、現行のとおり新市に
引き継ぐ。

（６）公共下水道事業については、合併時に公営企業と
して統合する。

（７）下水道使用料については、平成１９年度まで現行の
とおりとする。平成２０年度から新料金を設定の上
統一する。

（８）下水道事業受益者負担金・分担金については、現
行のとおりとし、納期については、大館市の納期に
統一する。

（９）合併処理浄化槽設置整備補助事業については、平
成１７年度まで現行のとおりとし、平成１８年度に再
編する。

（１０）戸別合併処理浄化槽整備事業については、現行の
とおり新市に引き継ぐものとし、事業計画につい
ては、合併後に見直しを図る。

（１１）下水道・合併処理浄化槽事業関係融資あっせん制
度等については、平成１７年度まで現行のとおりと
し、平成１８年度に再編する。

協議案第４８号 文化振興事業の取扱いについて
第１０回協議会で次のとおり確認されました。

（１）歴史民俗資料館については、現行のとおり新市に
引き継ぐ。

（２）市町村史等編さんについては、現行のとおり新市
に引き継ぐ。

（３）指定文化財については、合併時に大館市の制度に
統一する。

協議案第４９号 事務組織及び機構の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。
合併後の事務組織及び機構については、市民サービ

スが低下しないように十分配慮し、次の事項を基本と
して整備する。
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協議内容



確

認

確

認

確

認

経
た
後
に
結
論
が
得
ら
れ
、
最
終
的
に
確
認
さ
れ
ま
し

た
。保

育
料
は
平
成
２０
年
度
に
国
基
準
の
お
お
む
ね
７５
％

に
統
一
す
る
こ
と
で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

大
館
市
で
は
、
現
行
の
保
育
料
は
国
基
準
の
９０
％
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
平
成
２０
年
度
に
国
基
準
の
お
お
む

ね
７５
％
に
統
一
す
る
た
め
、
合
併
後
段
階
的
に
保
育
料

を
引
き
下
げ
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

一
方
、比
内
町
と
田
代
町
で
は
、現
行
の
保
育
料
は
そ

れ
ぞ
れ
国
基
準
の
７０
％
、６０
％
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、３

年
間
こ
の
保
育
料
を
据
え
置
き
、
平
成
２０
年
度
に
国
基
準

の
お
お
む
ね
７５
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

協
議
案
第
４９
号
・
事
務
組
織
及
び
機
構
の
取
扱
い
に
つ
い
て

本
庁
と
総
合
支
所
の
役
割
分
担
に
関
す
る
指
針
な
ど

の
質
疑
が
あ
り
ま
し
た
が
、
原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま

し
た
。

協
議
案
第
５０
号
・
一
般
職
の
職
員
の
身
分
の
取
扱
い
に
つ
い
て

比
内
町
の
委
員
か
ら
、
１０
年
間
で
職
員
を
２０
％
削
減

す
る
計
画
に
つ
い
て
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
懸
念
す

る
発
言
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
し
専
門
部
会
か
ら

説
明
が
あ
り
、
こ
の
職
員
削
減
計
画
は
、
退
職
者
の
補

充
率
を
お
よ
そ
２５
％
と
し
、
人
口
１
０
０
０
人
当
た
り

の
職
員
数
を
合
併
後
に
、
合
併
前
の
大
館
市
の
値
６
�

９
人
／
１
０
０
０
人
に
近
づ
け
る
も
の
で
あ
り
、
Ｉ
Ｔ

化
や
市
民
協
働
な
ど
の
行
革
を
進
め
て
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
を
防
い
で
い
き
た
い
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

協
議
案
第
５１
号
・
特
別
職
の
職
員
の
身
分
の
取
扱
い
に
つ
い
て

編
入
合
併
の
場
合
は
比
内
町
と
田
代
町
の
審
議
会
や

委
員
会
な
ど
は
消
滅
し
委
員
は
身
分
を
失
う
と
い
う
原

また、合併後においては、適宜、その組織及び運営を
見直し、効率化に努め、規模等の適正を図るものとする。
【基本事項】

（１）市民にわかりやすく、利用しやすい組織・機構
（２）市民の声を的確に反映することができる組織・機

構
（３）地域コミュニティの推進を図ることができる組織

・機構
（４）行政課題に迅速かつ的確に対応することができる

組織・機構
（５）簡素で効率的な組織・機構

協議案第５０号 一般職の職員の身分の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）比内町及び田代町の一般職の職員については、す
べて新市の職員として引き継ぐ。

（２）職員数については、新市において定員適正化計画
を策定し、定員管理の適正化に努める。

（３）職員の職名及び任用要件については、現行の大館
市の制度に統一する。

（４）職員の給与及びその他の身分の取扱いについては、
公正に取り扱うものとする。

協議案第５１号 特別職の職員の身分の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）大館市、比内町、田代町共に同種の附属機関が置か
れている場合は、比内町及び田代町の委員につい
ては、新市に引き継がないものとする。ただし、合
併後の当該附属機関の委員の構成については、比
内町及び田代町の実情を十分に考慮して、適切な
措置を講じるものとする。

（２）比内町、田代町に置かれている附属機関で、大館市
に同種のものがない場合は、必要に応じて当該附
属機関を新市に引き継ぎ、委員の構成については、
実情を考慮して適切な措置を講ずるものとする。

協議案第５２号 病院、診療所の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり提案されましたが、次回
への継続協議となりました。
（１）病院事業の名称、診療科目及び病床数については、

現行のとおりとする。ただし、扇田病院については、
名称を大館市立扇田病院とし、一部診療科目につ
いては機能分担を検討する。

（２）使用料及び手数料に関する事項については、合併
時に統一する。

（３）救急病院に関する事項については、現行のとおり
とする。

（４）車両管理については、使用する病院で管理する。ま
た、扇田病院の患者送迎バスについては、現行のと
おりとする。

（５）累積欠損金については、合併時までに解消する。
（６）扇田病院の不良債務については、合併時までに解

消する。
（７）田代町診療所運営については、現行のとおり新市

に引き継ぐ。

協議内容
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継
続
協
議

確

認

確

認

確

認

確

認

則
が
あ
る
が
、
新
市
に
お
い
て
は
、
両
町
の
実
情
を
考

慮
し
て
、
任
期
や
定
数
に
関
す
る
条
例
や
要
綱
を
改
正

し
、
両
町
か
ら
も
委
員
を
選
任
で
き
る
よ
う
に
調
整
し

て
い
き
た
い
旨
の
説
明
が
あ
り
、
原
案
ど
お
り
確
認
さ

れ
ま
し
た
。協

議
案
第
５２
号
・
病
院
、診
療
所
の
取
扱
い
に
つ
い
て

大
館
市
の
委
員
か
ら
、
関
係
資
料
が
十
分
で
は
な
く

判
断
材
料
に
乏
し
い
た
め
、
資
料
の
提
出
を
求
め
る
旨
、

発
言
が
あ
り
次
回
へ
の
継
続
協
議
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
扇
田
病
院
の
診
療
科
目
数
に
つ
い
て
現
在
８

科
目
で
あ
る
が
、
合
併
後
も
現
行
ど
お
り
で
い
く
予
定

な
の
か
ど
う
か
と
の
質
問
に
対
し
て
は
、
専
門
部
会
か

ら
具
体
的
な
結
論
は
ま
だ
出
て
い
な
い
旨
、
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

ま
た
扇
田
病
院
の
不
良
債
務
な
ど
へ
も
質
疑
が
あ
り

ま
し
た
。協

議
案
第
５３
号
・
そ
の
他
福
祉
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
５４
号
・
ご
み
収
集
運
搬
業
務
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
第
５５
号
・
農
林
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
が
、
森
林
整
備
公
社

と
森
林
組
合
と
の
関
連
性
に
対
す
る
質
問
と
、
コ
ン
ポ

ス
ト
セ
ン
タ
ー
の
処
理
能
力
の
拡
大
を
求
め
る
要
望
が

出
さ
れ
ま
し
た
。

協
議
案
５６
号
・
社
会
教
育（
生
涯
学
習
）事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

協議案第５３号 その他福祉事業の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）福祉センター運営事業については、現行のとおり
新市に引き継ぐ。ただし、田代町総合福祉センター
の利用料については、無料とする。

（２）老人保健福祉センター運営事業については、現行
のとおり新市に引き継ぐ。

（３）老人福祉センター運営事業については、現行のと
おり新市に引き継ぐ。

（４）福祉部局所管施設管理については、現行のとおり
とする。

（５）福祉施設管理運営委託については、現行のとおり
とする。

（６）社会福祉事業団については、現行のとおりとする。
（７）福祉バスの運行については、合併時に再編する。
（８）戦没者追悼式等については、合併時に大館市の制

度に統一する。
（９）福祉医療費単独拡大事業の対象者については、平

成１９年７月３１日まで現行のとおりとし、平成１９年
８月１日から再編する。

協議案第５４号 ごみ収集運搬業務の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）廃棄物処理計画等については、合併時までに新計
画を策定する。

（２）一般廃棄物処理については、分別区分、収集運搬及
び処分体制の調整を図り、合併時までに統一する。

（３）ごみ集積所については、現行のとおりとする。
（４）指定ごみ袋については、合併時に再編する。
（５）し尿・浄化槽汚泥収集運搬については、現行のと

おりとする。運搬料については、平成１８年度まで現
行のとおりとし、平成１９年度に再編する。

協議案第５５号 農林関係事業の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）農業振興地域整備計画については、合併後に新た
な計画を策定することとし、新計画が策定される
までの間は、現計画を運用する。

（２）認定農業者等については、現行のとおり新市に引
き継ぐものとし、認定基準については、大館市の基
準に統一する。

（３）米の生産調整対策については、大館広域圏水田農
業振興協議会を新市に引き継ぎ実施する。

（４）農業総合指導センターについては、合併時に統合
する。

（５）農作物異常気象対策協議会については、合併時に
統合する。

（６）農業集落排水事業については、現行のとおり新市
に引き継ぐ。

（７）森林整備計画については、合併後に大館市の計画
を変更することにより統合する。計画を統合する
までの間は、現計画を運用する。

（８）大館市森林整備公社については、現行のとおり新
市に引き継ぐ。

（９）緑化推進委員会・協議会については、合併時に統
合するものとし、植樹祭については、現市町の持ち

�大館市・比内町・田代町合併協議会だより／2004.11.1
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回り開催とする。
（１０）田代町町営牧場については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
（１１）大館市コンポストセンターについては、現行のとおり新市に

引き継ぐ。

協議案第５６号 社会教育（生涯学習）事業の取扱いについて
第１１回協議会で次のとおり確認されました。

（１）社会教育振興計画については、合併時に再編する。ただし、
平成１８年度から始まる５カ年の中期計画については、合併後
に策定する。

（２）成人式については、合併時に再編する。
（３）図書館については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
（４）図書館協議会については、合併時に統合する。
（５）生涯学習フェスティバルについては、合併時に再編する。た

だし、再編できない事業については、地区公民館事業として継
続する。

（６）公民館運営管理業務については、比内町公民館及び田代町公
民館を地区公民館とし、それぞれの分館は現行のとおりとす
る。ただし、業務内容については、合併時に大館市の制度に統
一する。

（７）公民館主催事業・開催業務については、現行のとおりとする。
（８）出前講座については、合併時に統一する。
（９）各種スポーツ大会については、当分の間、現行のとおりとす

る。
（１０）スポーツ教室、講習会については、当分の間、現行のとおり

とする。

訂正とお詫び
１０月はじめに１市２町の全世帯に配布
した合併広報資料「１市２町の合併に向
かって」の中に字句の誤りがありました。
訂正してお詫びします。
１１ページ下部の表のタイトル
誤）介護保険税
正）介護保険料

協
議
案

第
２０
号

使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
継
続
協
議
）

協
議
案

第
４１
号

消
防
防
災
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４２
号

交
通
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４３
号

障
害
者
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い

て

（
確
認
）

協
議
案

第
４４
号

児
童
福
祉
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４５
号

保
育
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て（

確
認
）

協
議
案

第
４６
号

環
境
対
策
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４７
号

上
水
道
、
下
水
道
事
業
の
取
扱
い
に

つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４８
号

文
化
振
興
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
２０
号

使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
４９
号

事
務
組
織
及
び
機
構
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
５０
号

一
般
職
の
職
員
の
身
分
の
取
扱
い
に

つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
５１
号

特
別
職
の
職
員
の
身
分
の
取
扱
い
に

つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
５２
号

病
院
、
診
療
所
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
継
続
協
議
）

協
議
案

第
５３
号

そ
の
他
福
祉
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い

て

（
確
認
）

協
議
案

第
５４
号

ご
み
収
集
運
搬
業
務
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
５５
号

農
林
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
５６
号

社
会
教
育
（
生
涯
学
習
）
事
業
の
取

扱
い
に
つ
い
て

（
確
認
）

第
１１
回
合
併
協
議
会

報
告
・
協
議
案
件

第
１０
回
合
併
協
議
会

報
告
・
協
議
案
件

平
成
１６
年
１０
月
１２
日

平
成
１６
年
９
月
２７
日

協議内容
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調 整 状 況

確認（４／９第２回協議会）

確認（４／９第２回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

※法律が改正されたため再協議

確認（４／９第２回協議会）

確認（４／９第２回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（５／１７第４回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（４／２８第３回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（４／２８第３回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

継続協議

確認（９／１４第９回協議会）

提案

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

設 定 項 目

合併の方式

合併の期日

新市の名称

新市の事務所の位置

財産の取扱い

事務組織及び機構の取扱い

本庁組織、出先機関、

附属機関、地域審議会

農業委員会の委員の定数

及び任期の取扱い

地方税の取扱い

一般職の職員の身分の取扱い

特別職の身分の取扱い

条例、規則等の取扱い

議会の議員の定数及び

任期の取扱い

一部事務組合等の取扱い

一部事務組合、協議会、

公社、第三セクター

使用料、手数料等の取扱い

公共的団体等の取扱い

補助金、交付金等の取扱い

町名、字名の取扱い

慣行の取扱い

市章、花、木、歌、

憲章・宣言、行事

国民健康保険事業の取扱い

介護保険事業の取扱い

消防団の取扱い

行政区の取扱い

各種事業の取扱い

男女共同参画事業

国際交流事業等

電算システム事業

広報広聴関係事業

納税関係事業

消防防災関係事業

交通関係事業

窓口業務

保健衛生事業

病院、診療所

休日、夜間、救急診療

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

No

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

分類

Ａ群

Ｂ群

Ｃ群

Ｄ群

Ｅ群

Ｆ群

Ｇ群

調 整 状 況

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

確認（９／１４第９回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（８／２４第８回協議会）

確認（９／２７第１０回協議会）

確認（１０／１２第１１回協議会）

継続協議

提案

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

設 定 項 目

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

保育事業

生活保護事業

その他福祉事業

健康づくり事業

ごみ収集運搬業務

環境対策事業

農林水産関係事業

商工・観光関係事業

建設関係事業

上水道、下水道事業

小、中学校の通学区

学校教育事業

文化振興事業

コミュニティ施策

社会教育（生涯学習）事業

社会福祉協議会

その他の事業

新市建設計画

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

No

２３

２３

２３

２４

分類

Ｈ群

Ｉ群

Ｊ群

�

合併協定項目の調整状況

大館市・比内町・田代町合併協議会だより／2004.11.1

平成１６年１０月１２日現在

合併協定項目の調整は次の順番で進められ
ていきます。

合併協議会へ案件を提案

合併協議会で協議・調整

合併協議会で確認

分科会で協議・調整

専門部会で協議・調整

幹事会で協議・調整

合併協定項目

）

）

）

（

（

（






